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情報化の進展に伴い，道路分野でも多様な電子情報が蓄積・交換されている．多くの道路情報は，地図

上の位置と関連づけて交換する．多様な道路情報が組織や分野横断的に流通し，組み合わせることができ

れば，既存の情報提供サービスの高度化や新たなサービスを実現する．しかし，地図を介した道路情報の

交換は，送り手の持つ地図の経緯度を用いると，受け手の地図上で異なる位置を示す可能性がある．また，

既存の道路地図が持つネットワークIDを基にした情報交換は経年変化の影響を受ける課題を抱えている． 
本研究では，道路の区間と参照点とを用いて相対的に道路上の位置を特定し，異なる地図間でも正確に

道路情報が交換できる道路の区間ID方式を具体化した．本稿は，道路の区間ID方式の内容および実証実験
による有用性の検証結果を報告する． 
 

     Key Words : location referencing, road information provision, road network, intelligent transport sys-
tems 

 
 

1. まえがき 
 
情報化の進展に伴い，道路分野でも多様な電子情報が

蓄積・交換されている．このうち，渋滞，災害，規制，

プローブデータや道路交通センサス等の多くの道路情報

は，地図上の位置と関連づけて交換する．このような多

様な道路情報が既存の枠組みを越えて，組織や分野横断

的に流通し，組み合わせる（マッシュアップ）ことがで

きれば，既存の情報提供サービスの高度化や新たなサー

ビスを実現する．また，こうしたサービスで提供する情

報を受け取る端末は，カーナビゲーション，PND
（Personal Navigation Device）や携帯電話等，多様化して
いる．地理空間情報を巡るビジネスや市場規模の切り口

から分析された資料によると，カーナビゲーションの市

場規模は約1兆円，携帯端末の市場規模は約9,700億円，

インターネット利用の市場規模は約800億円と示された1)

ほか，各種端末出荷台数は増加の傾向にある2)．これら

社会動向や既往研究2)からも地図上の位置と関連づけた

道路情報の流通は，産学官共通のニーズであると言える． 
しかし，現状の地図を介した道路情報の交換には，大

別して2つの課題を抱えている3)．ひとつめは，情報の送

り手の持つ地図の経緯度を用いて情報交換すると，受け

手の地図上で異なる位置を示す可能性がある課題である．

この課題は，各組織で保有する地図の縮尺が異なること

が起因している． 
ふたつめは，既存の道路地図（DRM：Digital Road Map
やVICS：Vehicle Information and Communication System）が
持つネットワークIDを基にした情報交換は経年変化の影
響を受ける課題である．この課題は，道路の新設や拡幅

等の変化に伴い，道路地図の持つネットワークを構成す
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るノードおよびリンクのIDが変化する運用になっている
ことが起因している． 
一方，海外の地図を介した情報交換方法の動向として

は，ITS分野の位置参照方式（ISO 17572）4)-6)や線形参照

（ISO/FDIS 19148）7)の国際規格がある．ISO 17572では，
情報提供者および情報受取者の双方が共通のIDを用いて
互いの地図（データベース）上の位置を表現する基本コ

ンセプトが示されているが，具体的な方法は示されてい

ない．ISO/FDIS 19148は，線形地物上の位置の表現方法
を定めているが，道路や特定のアプリケーションを想定

した標準ではなく，一般的に必要な位置表現要素のデー

タモデルの定義となっている．また，これらの運用方法

や適用事例は示されていない． 
既往研究に着目すると，情報提供者側で道路形状や交

差点等の地物の位置参照に必要な情報（経緯度等）を生

成して送信し，情報受取者側で当該地物を探索する位置

参照の方法を採用している8)-13)．一方，IDを用いた位置
参照に着眼し，上述の2つの課題に取り組んだ既往研究
としては，山川ら14)や布施ら15)が道路の区間と参照点と

を用いて相対的に道路上の位置を特定し，異なる地図間

でも安定的で正確に道路情報が交換できる方式（以下，

「道路の区間ID方式」という．）を提案している．しか
し，これらの既往研究は，机上検討で道路の区間ID方式
を構想した段階であり，今後の課題が残されている．具

体的には，既存の道路地図との親和性を確保した道路の

区間ID方式を実現させる仕様の作成，仕様に即した位置
参照テーブル（以下，「道路の区間IDテーブル」とい
う．）の整備および道路の区間ID方式の有用性の立証の
課題が残されている．  
本研究の目的は，道路の区間ID方式を実用化し，既存
の情報提供サービスの高度化や新たなサービスの創出を

実現することである．本稿は，道路の区間ID方式を実現
する仕様および同仕様に準じたデータ交換の実証実験に

よる有用性の検証結果を報告する． 
 
 

2. 道路の区間ID方式の具体化及び道路区間IDテ
ーブルの整備 

 
(1) 道路の区間ID方式の具体化 
道路の区間ID方式は，各主体共通で認識可能な道路の
区間と参照点および参照点からの距離をもとに位置を表

現する．また，区間と参照点とに恒久なIDを付与する．
この結果，図-1に示すように，道路との相対位置関係を
各主体で正確に共有できるようになり，前章で述べた2
つの課題を解決することができると既往研究では提案し

ている14)-15)．  
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図-1 異なる道路地図間での位置情報の共有 

道路の区間ID方式に従った位置参照は，すべての道路
が対象になると考えられ，最新の統計情報16)によると，

約120万kmに及ぶ．本研究では，すべての道路を対象に
した道路の区間IDテーブルの整備を目標としている．し
かし，道路の区間IDテーブル作成の作業規模が膨大にな
ることに加え，前章で指摘した道路の区間ID方式の仕様
の作成や有用性の検証等の課題も残されている． 
これらを踏まえ，本研究では，道路の区間IDテーブル
を段階的に整備していくこととした．具体的には，道路

の区間IDテーブルの初期整備段階の対象を主に都道府県
道以上の重要路線として扱われている道路交通センサス

対象路線17)の約20万kmとし，仕様の具体化および整備を
行う方針とした．この方針に基づき，道路の区間ID方式
の区間と参照点とを次のように定義した． 
・区間は，都道府県道以上の交差点および県境で区切

られる2点間ごとに一つの単位とする． 
・参照点は，都道府県道以上の交差点や代表的な交差

点，距離標，県境，市区町村境およびその他道路

管理者が定める点に設定することを基本とする．

参照点は，区間の端点として用いる点と経由点と

して用いる点とがあり，参照点の種類で区分する

（表-1参照）． 
既往研究では，道路の区間ID方式に対する8つの要件
を定義している14)．この要件のうち，本研究では，「ID
が意味をもつこと」および「道案内に使いやすいこと」

の2つは、道路の区間IDテーブルに収録する属性で満足
できることから要件から除いた．これらを精査した結果，

道路の区間ID方式への要件を次の6つに再定義した． 
a. 道路を基準とした相対的位置関係が表現できること． 
b. 距離標で管理されるデータが容易に扱えること． 
c. ID付番ルールが明確であり，どのような道路にも適
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用可能であること． 
d. 道路情報の交換に伴うデータ量が軽量であること． 
e. 道路網や道路構造の変更による経年変化へ対応でき
ること． 

f. 道路の区間IDテーブル更新の労力が少ないこと． 
道路の区間ID方式は，これらの要件を満足することを
目指し，仕様の具体化を図った．a.およびb.の要件には，
これまで論じてきたとおり，区間と参照点とで位置を表

現して対応する．c.およびd.の要件には，区間と参照点
とに恒久的なIDを付与して対応する．具体的には，JIS 
X 041018)に準拠した6桁のエリアコードと，各エリアコー
ド内で一意に付番するシーケンシャルIDの5桁の計11桁
とした．また，各IDを補足する属性値を保持する道路の
区間IDテーブルの構成とした．なお，本論文では，区間
IDおよび参照点IDの各属性の詳説は省略する．次に，d.
～f.の要件への対応は，道路の区間IDテーブルに道路の
形状や接続関係を示す情報は保持しないこととした．区

間および参照点は，既存のDRM19)を用いて道路の概念と

してのひとまとまりのセグメントや基準となる点に付与

する．図-2は具体例を示しており，例えば，二条化して
いる道路や交差点は抽象化した上で付与する．また，f.
の要件への対応の詳細は，後述の（3）で論ずる． 

 
表-1 参照点の種類 

参照点の種類 

区分 

区間の端点 

（端点） 

区間の端点以外

（経由点） 

（１）交差点 
立体交差、JCT、IC部 （○）※1 （○）※2 
上記以外の交差点 （○）※1 （○）※2 

（２）距離標  ○ 
（３）県境 ○  
（４）市区町村境  ○ 
（５）その他道路管理者が定める点 
（道路管理者が異なる箇所、自動車専用道路

に指定されている区間の起終点、大規模施設

等へのアクセス点） 

 ○ 

 
  ※1：都道府県道以上の交差点のみ区間の端点となる． 
  ※2：区間の間に都道府県道以上の交差点が設置されても当該点は区間の端点とはならない． 
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図-2 区間および参照点の設定方法 

道路の区間IDテーブルを具体的に作成する際は，
DRMおよび(財)日本デジタル道路地図協会が生成するペ
アリンクデータ（二条の道路におけるリンクや交差点の

ペアを定義したリスト）を用いる．具体的な整備手順を

図-3に示す．まず， DRMにペアリンクデータを適用し，
道路の一条化を図る．その上で，今回の整備対象の道路

交通センサスに該当するDRMリンクを抽出する．次に，
参照点として，区間の端点を設定し，さらに経由点を設

定する．最後に，DRM等を参照しつつ，区間および参
照点の各属性を定義する． 
道路の区間ID方式は，いわゆる道路のノードおよびリ
ンクに対してIDを付与する方式である．表-2は，既存の
道路網と道路の区間ID方式とを比較した結果を示してい
る．例えばVICS20)および道路交通センサスは，リンクの

みがID付与の対象であり，この点は道路の区間ID方式と 
 

【Step0】オリジナルの DRM 

 

【Step1】ペアリンクデータの適用 
  －『ペアリンクデータ』の定義箇所を縮退リ

ンク、統合交差点に置き換え 
 

【Step2】対象となる道路リンクの抽出 
  －整備対象道路を特定（今回は、道路交通セ

ンサス対象区間を抽出） 

【Step3】区間の端点（端点）を設定 
  －Step1 で抽出した道路の交点が都道府県道

以上の交差点に付与 
  －県境上に付与 
 

【Step4】経由点を設定 
  －キロメートル単位の距離標 
  －市区町村境上に付与 
  －道路管理者が異なる箇所 
  －自専道に指定されている区間の起終点 
  －大規模施設のアクセス点 
 

【Step5】区間、参照点の属性を定義 
  －DRM およびペアリンクデータを用いて各

区間、参照点の属性を定義 
 

図-3 道路の区間IDテーブルの整備手順 

表-2 既存の道路網と道路の区間ID方式との比較 
既存の方式で利用されているノード・リンク（例） 

道路の区間 ID 
テーブル DRM VICS 道路交通 

センサス 
ID付与対象 区間、参照点 ノード、リンク リンク リンク 
IDの経年変化 経年変化しない 経年変化する 

（リンクを分割

する新設道路が

整備された場合

等） 

経年変化する 
（過去3時点（年）
分の IDは保持） 

経年変化する 
（道路交通調査

毎に変化する場

合がある） 

道路形状の表現 
（形状変化点の

有無）） 

道路形状なし 道路形状あり 道路形状なし 道路形状なし 
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異なる．一方，DRMは，ノードおよびリンクをIDの付
与対象としているが，道路形状に関する情報も保持して

おり，この点が道路の区間ID方式と異なる．また，道路
の区間ID方式の最大の特徴は，後節で詳述するIDの経年
変化への対応であり，一度付与したIDは変更しない仕様
としている． 
なお，本研究で具体化した道路の区間ID方式の仕様は，
国際標準の観点も考慮している．具体的には，ISO 
17572におけるPre-coded profile5)に準拠しており，当該標準

に基づく実装例と位置づけられる．また，道路の区間ID
方式を用いて位置表現を行う際の位置表現要素は，

ISO/FDIS 191487)の表現を参考に定義している． 
 
(2) 道路の区間IDテーブルの整備 
本研究では，具体化した道路の区間ID方式の仕様に則
した道路の区間IDテーブルを作成した．表-3は整備した
道路の区間IDテーブルの概要である．全国の約20万km
の道路を対象に整備したデータ量は約32MBとなった．
また区間数および参照点数はそれぞれ，約9万区間，約
11万点であった．区間の平均リンク長は，約2.1kmであ
った．整備対象範囲が異なるため，一概な比較はできな

いが，幅5.5ｍ以上の道路を収録しているDRM基本道路
が整備延長約39万kmに対してリンク数が約131万であり，
区間数は大幅に減少している．一方，DRM基本道路の
平均リンク長は約300ｍであり，平均リンク長は大幅に
伸びている． 

 
(3) 道路の区間IDテーブルの更新方法の具体化 
 既往研究14)-15)の道路の変更区分の分析結果によると，

道路区間IDテーブルの区間および参照点のIDは経年変化
せずに付与可能であると示唆されている． 
 本研究では，既往研究の成果を踏まえ，実際に道路区

間IDテーブルを作成して得た知見に基づいて，自動処理
による道路の区間IDテーブルの更新の可能性を検証した．
具体的には，既往研究で設定した道路の変化の区分に対

して想定される区間や参照点の変化のパターンを抽出し，

各パターンに対し自動処理が可能であるかを分析した． 
 表-4は，区間の新設の場合のパターンである．更新パ
ターンの欄の左側が更新前，矢印の右側が更新後を示し 

表-3 整備した道路区間IDテーブルの概要 
データ量 No 地域 

参照点(MB) 区間 (MB) 
区間数 参照点数 区間の平均

リンク長（m）
1 北海道 1.05 1.33 4,327 11,048 4,344
2 東北 1.16 2.33 9,213 12,498 2,821
3 北陸 0.67 1.62 6,862 7,246 1,822
4 関東 1.95 4.60 19,291 21,403 1,677
5 中部 1.07 2.51 10,219 11,525 1,832
6 近畿 1.38 3.18 13,463 15,026 1,590
7 中国 0.89 1.98 8,204 9,669 2,338
8 四国 0.59 1.30 5,601 6,380 2,080
9 九州 1.30 2.91 12,100 14,159 2,053
10 沖縄 0.12 0.25 1,121 1,302 1,427
合計 10.18 22.01 90,401 110,256 2,101  

ている（後述の表-5および表-6も同様の見方である）．
表に示すとおり，区間の新設は計10パターンで整理可能
であり，いずれも自動処理が可能であることを確認した． 

表-5は，道路の線形改良および路線管理上の変更に関
する更新パターンである．表に示すとおり，計14パター
ンで整理可能であり，いずれも自動処理が可能であるこ

とを確認した．なお，区間（路線）の廃止の場合，道路

の区間ID方式では，IDは残すこととするため，IDの変更
は生じない．また，交差点の名称変更は，IDの変更には
影響を及ぼさないことを確認した． 
表-6は，今回のデータ生成で活用したペアリンクデー
タの変更に伴う更新パターンである．表に示すとおり，

計9パターンで整理可能であることを明らかにした．な
お，ペアリンクデータの変更は，ペアリンクデータと元

のDRMの形状が大きく変わっていた場合，自動処理で
は新たな区間の生成であるかペアリンクデータの変更で

あるかの判別が難しいケースが存在する可能性がある．

したがって，完全な自動処理で道路の区間IDテーブルを
更新するには，ペアリンクデータの履歴管理等を定める

必要があることが明らかとなった． 
 

表-4 区間の新設における更新パターン 

大分類
小分類
（変更内容）

新規路線

（関係既存路線）

延伸

バイパス建築（従
来の道は残り、バ
イパス側が本
ルートとなる場合）

路
線
の
新
設

更新パターン

路線の変化

(a)

(b)

(a)

(b)

(c)

(a)

(b)

(c)

(d)

※上記以外にも、2本以上にバイパスが増える場合もあり

(e)

なし

なし

新規追加となる参照点

新規追加となる区間 ペアリンク

凡例：
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表-5 道路の線形改良および路線管理上の変更の更新パターン 

大分類
小分類

（変更内容）

小さなルート変更
（延長の変化小）

大きなルート変更
（延長の大きな変
化を伴う）

昇格／降格
（路線全体）

昇格／降格
（路線の一部）

市区町村合併

路線組み替え

路線の変化

路
線
管
理
上
の
変
更

（
現
地
形
状
の
変
化
無
し

）

更新パターン

路
線
の
線
形
改
良

（
旧
道
は
残
ら
な
い

）

(a)

(b)

(a)

(ｂ)
廃止

途中参照点あり

廃止区間A

区間A

区間A

区間A

区間A

市道

区間A

県道

昇格(全体)

降格(全体)

県道 市道

国道 県道

(a)

(a)

(ｂ)

昇格(部分)

市道 県道(昇格)
(a)

(ｂ)

県道(新設）

市道

県道
国道(昇格)

国道(新設）

県道

↑は重用路線データの例
降格(部分)

国道 国道

(a)

(ｂ)

国道(新設）

県道（降格）

県道

県道(新設）

市道（降格）

※区間延長は変えず、重用区間データのみ変
更

県道

・属性が変更になる

・市町村界の参照点が変更となる

市境

廃棄

市境
合併によりライン変更

・属性のみ変更となる

（a)区間Aが県道から国道に昇格

区間A

区間B 区間B

県道 国道
区間A

（ｂ)区間Bが国道から県道に降格

国道 県道

新規追加となる参照点

新規追加となる区間 ペアリンク

凡例：

 
 
 

3. 道路の区間ID方式の有用性の検証 
 
本研究では，前章で作成した道路の区間IDテーブルの
有用性を明らかにするための実験を実施した．具体的に

は，道路の区間IDテーブルと実験参加者保有の地図とを 

表-6 ペアリンクの変更の更新パターン 

大分類
小分類

（変更内容）

①一条　→　二条

②二条　→　二条

③二条　→　一条

④　始点と終点が
変わらず、途中属
性のみ変更

更新パターン

路線の変化

ペ
ア
リ
ン
ク
の
変
更

(a)

(ｂ)

(ｃ)

(ｄ)

ペアリンクなし

ペアリンクなし ペアリンクあり

(a)

(a)

(ｂ)

(a)途中ノード一致あり

(ｂ)途中ノード一致なし

新規追加となる参照点

新規追加となる区間 ペアリンク

凡例：

 
 
 
関連づけた後，自動車の走行履歴のプローブデータの交

換実験を実施した． 
 
(1) 実験の目的・計画 
道路の区間ID方式を用いて道路情報を流通させるには，
道路の区間IDテーブルと各社保有の地図とを関連づける
必要がある．その後，道路の区間ID方式に準じて表現し
た道路情報を各社で交換することになる． 
前章で論じたとおり，本研究では，道路の区間IDテー
ブルの約20万kmを作成した．しかし，現時点では上述
のような道路情報の流通への適用性や道路の区間ID方式
の有用性の十分な検証ができていない． 
このことを踏まえ，本研究では，道路の区間ID方式の
有用性や実運用への適用性を明らかにするために必要と

なる次の2点に着目した実験を実施した．  
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a) 道路の区間IDテーブルと各社の地図との関連づけ 
各社保有の地図によって位置を表現する際の起点とな

る参照点の関連づけ方法が異なると，図-4のように流通
させる道路情報（図では渋滞区間を例示）までの距離が

異なってしまう．  
このように，各社保有の地図で参照点間のリンク長が

異なると，図-5に示す懸念がさらに潜在する．図に示す
とおり，通常，送信者は自社の地図（道路ネットワー

ク）のリンク長を用いて道路情報を送信させる．しかし，

受信者は参照点の設定の異なる道路情報を受けると，自

社の地図上の距離を判断できない可能性がある． 
したがって，地図ごとに参照点の設定が異なると，正

確な位置に道路情報を重ね合わせられないことが懸念さ

れる． 
この状況を踏まえ，本研究では，次のことを定めた道

路の区間IDテーブルと各社地図との関連づけの実験を実
施することとした． 
・交差点（立体交差，JCTおよびIC部を除く）は，道
路の区間IDテーブルの元データであるDRMデータ
のノード点の位置の定義方法19)に従う． 
・立体交差は，交差する道路の交点を参照点とし，区

間の端点もその位置に設定する． 
・JCTおよびICは，各区間の接続路の中心を参照点と
し，参照点間を接続路の1区間とする（図-6参照）． 
・距離標や道路管理者が定める位置は，参照点が保持

する経緯度の属性や各社の地図上の道路中心線の

近傍に関連付ける． 
・県境や市区町村境は，各社の地図上の県境・市区町

村境と道路中心線との交点を参照点とする． 
b) 各社の集計データ（プローブデータ）の重ね合わせ 
昨今，時々刻々と変化する道路交通状況を把握するた

め，官民の各機関で自動車の走行履歴を記憶したプロー

ブデータが収集・活用されている21)．今後，道路区間ID
方式を用いて，多様な道路情報の流通が想定されるが， 

330m

350m

370m

渋滞区間
誤認識による
参照点の位置 正しい

参照点の位置

（主）

（従）

×

 
図-4 参照点の設定例 

送信者a 受信者ß

区間○○，参照点Ａから550m行ったと
ころから330mの区間が渋滞．

延長

区間○○ 1000m
･E･E･E

･E･E･E

道路の区間IDテーブル

550m

Ａ

550m??

Ａ
330m

330m??

aのDBでは区間○○の参照点Ａ
から550m行ったところから330m
の区間が渋滞

うちの地図では，区間○○の参照点Aから600m
行ったところから360mの区間が渋滞しているん
だけどなぁ．550m行ったところから330mの区間
は渋滞していない区間も含んでしまうぞ．

aの地図（データベース）では区
間○○の延長は道路の区間ID
テーブルの延長の1.1倍．

ßの地図（データベース）では区
間○○の延長は道路の区間
IDテーブルの延長の1.2倍．

 
図-5 参照点の設定の違いによる道路情報の交換の課題 

プローブデータもひとつのコンテンツとしてあげられる． 
集計したプローブデータは，1台ごとの走行履歴の生
データを収集し，各社保有の地図に基づいて集計してい

る．しかし，各社保有の地図（道路ネットワーク）でリ

ンクや一条・二条線の扱い方が異なると，図-7の例のよ
うに，集計されたプローブデータの値が異なってしまう． 
したがって，各社の地図の交差点内のプローブデータの

扱い等を踏まえつつ，流通に際してどの程度の精度が確

保できるのかを明らかにしておく必要がある． 
本研究では，次のことに着眼した道路の区間ID方式に
よるプローブデータの交換実験を実施し，同方式に準じ

て表現したプローブデータの精度を確認した． 
・各社の集計単位で算出したプローブデータを比較ま

たは重ね合わせることが可能かを把握する． 
・各社の結果を同一の集計単位（100m・500m単位）
で重ね合わせた際の区間平均速度の差を把握する．  
今回の実験では，表-7の位置およびプローブで構成し
たプローブデータを交換する．道路区間に関する位置は，

特定の位置とその距離とで表現する．プローブは，走行

データである日付，時刻および区間平均速度とする． 
実験内容としては，各社で集計されたプローブデータ

の値が異なることを踏まえ，リンク長と区間平均速度精

度との相関を分析し，データの精度面の信頼性を確認す

る．換言すると，どの程度のリンク長であれば，どの程

度の区間平均速度精度までデータの重ね合わせが可能か

を確認する． 

：参照点

国道6号バイバス

圏央道

道路の区間ID方式つくば牛久IC周辺の道路現況

区間：12

区間：11

区間：01

区間：02
【ランプを示す参照点、区間】
参照点：2点
区間 ：1本

 

図-6 ICの参照点・区間の設定例 

20km/h

70km/h

A社
ネットワークデータを
利用したデータ

B社
ネットワークデータを
利用したデータ

民

プローブデータ【元データ】
（数秒単位、緯度経度）

①路線単位、②DRM単位
③新センサス区間単位のデータ

民

官

渋滞区間

非渋滞区間

リンク

ノード参照点が関連
づいたノード

50km/h 45km/h 10km/h 22km/h 30km/h

61km/h 25km/h 30km/h

50km/h 70km/h 30km/h 30km/h20km/h30km/h

43km/h 22km/h 25km/h

20km/h63km/h

100m ・・・

110m ・・・

105m ・・・

 
図-7 異なる地図を用いたプローブデータの表現例 
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(2) 実験データ及び実験手順 
実験の対象区間（利用する道路の区間IDテーブル）は，
土浦市周辺の国道6号および国道408号の約18kmとした．
また，データの重ね合わせには，1台分の走行履歴をマ
ップマッチングしたプローブデータを利用した．本実験

は，民間企業3社の協力の下，図-8の手順に沿って，同
じプローブデータを用いて各社が保持するリンク単位で

集計したデータを道路の区間ID方式で表現して比較分析
した． 

 
(3) 実験結果と考察 
a) 道路の区間IDテーブルと各社の地図との関連づけ 
実験結果を見ると，各社で『道路の区間IDテーブルと
各社の地図との関連付け方法』に準拠していない部分が

あったが，ヒアリング調査により技術的に準拠は可能で

ある回答を得た．関連づけには，各社共通して道路の区

間IDテーブルに収録されているDRMノードやリンクの
属性情報を利用していた．また，18km程度の道路の区
間IDテーブルと自社地図との関連付けに1～6日程度の作
業時間を要した．なお，今回の実験では各社とも手作業

で関連付けていたが，実運用の際にはツール等の開発に

より，ある程度の自動化を図るとの回答を得た． 
自社地図の道路中心線，県境および市区町村境の形状

の差により，自社地図に設定した参照点の位置が最大で

数十mの差があることが明らかとなった．道路中心線は，
各社地図の道路の中心になるように設定しているが，交

差点部分等では経路案内のため形状を道路現況と意図的

に変えている場合がある．このため，交差点付近等では

最大で道路の幅程度の差が生じる可能性があることがわ

かった．また，県境および市区町村境は，道路中心線と

県境や市区町村境との交点に参照点を設定したが，道路 

表-7 実験で交換するプローブデータの構成 
項目名 記入内容 

バージョン 道路の区間IDテーブルのバージョン． 
本実験では「2203」で固定． 

コンテンツ名 本実験では「プローブデータ」で固定． 

区間ID 本実験の対象区間のIDを記入． 

参照点ID 本実験の対象区間のIDを記入． 

区間の距離 自社地図での当該路線IDの距離（単位：m）

方向フラグ 1＝区間の起点から終点へ  
2＝区間の終点から起点へ  

相対距離 
（区間始点） 自社地図での相対距離（整数）（単位：ｍ）

区間距離 自社地図での区間距離（整数）（単位：ｍ）

位
置 

距

離 
区間の端点から  
参照点までの距離

  
自社地図での区間の端点から参照点までの距

離（整数）（単位ｍ） 

日付 区間始点を通過した日付をyyyymmddで表記 

時刻 区間始点を通過した時刻をhhmmssで表記 プ
ロ
ー
ブ 区間平均速度 時速kmを整数で記載 

（整数，小数点以下四捨五入） 

の区間IDテーブルで示す位置と自社地図上で関連付けた
位置との差が異なる結果となっていた．この原因は，

図-9に示すような市区町村境が地図によって異なること
が考えられる． 
以上の結果から，道路の区間IDテーブルと各社の地図
との関連づけは技術的に対応できることがわかった． 
実験結果から得た今後の課題として，参照点の位置を

各社で差異なく容易に関連付ける方策を検討する必要が

ある．具体的には，道路の区間IDテーブルの提供にあわ
せて，一意に判断可能な地物と参照点との位置関係を示

す情報の提供や道路基盤地図情報22)等の高精度地図から

算出した緯度経度を提供する方策が考えられる． 
道路の区間ID方式の普及を促進するには，同方式を活
用して流通させる道路情報（コンテンツ）を具体化する

必要がある．また，各道路情報の表現方法や精度に関す

る実験を実施し「道路の区間ID方式を利用したコンテン
ツ流通仕様（案）」等の規程を設けることが一案として

あげられる． 
b) 各社の集計データ（プローブデータ）の重ね合わせ 
道路の区間ID方式は，区間の長さを固定せず，参照点
からの距離を利用して任意の区間距離を示すことができ

る．今回の実験でもこの特性を活かした次の比較分析が

できた． 
・各社独自の集計単位の比較 
・区間単位で集約した結果の比較 
・任意距離（100m・500m単位）の集約結果の比較 
図-10は，国道408号の各社独自のプローブデータの集 

（1）データ準備 【担当：国土技術政策総合研究所】
・道路の区間IDテーブルを各社に提供
・マップマッチング済みの数秒単位で記録したプローブデータを各社に提供
・路線単位、DRM単位および新センサス区間単位の算出結果を実験に先立ち準備

（3）結果算出 【担当：民間3社】

・各社が保持するリンク単位で集計したデータを道路の区間ID方式で表現

（4）評価・分析 【担当：国土技術政策総合研究所・民間3社】

・道路区間ID方式を用いたプローブデータ交換の留意事項などを分析

（2）データ貼り付け 【担当：民間3社】

・各社の地図上に道路区間IDテーブルを関連づけ
・各社の地図上に各社が保持するリンク単位で提供されたプローブデータを関連づけ

 

図-8 異なる地図を用いたプローブデータの表現例 

市町村界（ＤＲＭデータ）
：黒破線

市区町村界を示す参照点
(道路の区間IDテーブル)

Ａ社の市区町村界を示す参照点
の設定位置

A社の市区町村界
：橙破線

 
図-9 参照点の異なる例 
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B社

A社

【参考】本研究で算出した結果

成田方面つくば方面

2,800m

10km
以下

~20km
未満

~40Km
未満

~60Km
未満

~30Km
未満

~50Km
未満

60km
以上

400ｍ

1196m2082m3704m

（道路の区間IDテーブルの区間）

走行方向

 
図-10 各社独自の集計単位の比較（国道408号） 

 

Ｃ社

Ｂ社

【参考】本研究で算出した結果

成田方面走行方向つくば方面Ａ社

19 km/h40 km/h34 km/h

19 km/h42 km/h40 km/h

32 km/h43 km/h34 km/h

1196m2082m3704m

19 km/h42 km/h44 km/h

（道路の区間IDテーブルの区間）

2,800m

10km
以下

~20km
未満

~40Km
未満

~60Km
未満

~30Km
未満

~50Km
未満

60km
以上

400ｍ

 
図-11 区間単位で集約した結果の比較（国道408号） 

 
計単位の比較結果を示している．速度低下の傾向は一致

しているが，区間の端点となっている交差点周辺では速

度差が見られた． 
図-11は，道路の区間IDテーブルの区間単位で集約し
た国道408号線の比較結果を示している．区間のリンク
長が500m未満の4区間では平均12km/hの差，500m以上の
9区間では平均3km/hの区間平均速度の差が見られた． 
図-12および図-13は，任意距離として100m単位および

500m単位で集約した区間平均速度の結果を示している．
各図から100m単位の場合は約5割，500m単位の場合は約
7割が区間平均速度差5km/h以内に含まれることがわかっ
た．また，100m単位では区間平均速度差が20km/h以上に
なる区間が24区間あったが，500m単位では1区間であっ
た．区間平均速度に差が生じるのは，様々な要因が重な

り断定することは難しいが，今回の実験結果に基づくと，

前項の自社地図と道路の区間IDテーブルとの関連付けに
よる差，集計単位の設定の差およびプローブデータの計

算方法の違い等が想定される．  
以上の結果から，道路の区間ID方式によって流通され
たプローブデータを重ね合わせることは可能であり，集

計単位を長くするほど区間旅行速度の精度は高くなると

考えられる．ただし，今回の実験では，車両1台分のプ
ローブデータを利用していたため，例えば，複数台分の 
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図-12 100m単位の区間平均速度の差 
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図-13 500m単位の区間平均速度の差 

 
プローブデータを用いて実験を実施し，プローブデータ

を道路の区間ID方式で表現した際に速度差が生じやすい
地点（交差点等）や道路形状を把握していくことが今後

の課題としてあげられる． 
 
 
4. あとがき 
 
本研究では，道路の区間ID方式を実用化し，既存の情
報提供サービスの高度化や新たなサービスの創出を実現

することを目的として，道路の区間ID方式の仕様の具体
化および同仕様に準じたデータ交換の実証実験を行った． 
第2章では，道路の区間ID方式への要件を再定義した
上で，各要件を満足する仕様を具体化した．そして，道

路交通センサスを対象にした約20万kmの道路区間IDテ
ーブルを作成した．また，道路の区間IDテーブルの更新
方法を具体化した． 
第3章では，道路の区間IDテーブルと実験参加者保有
の地図とを関連づけた後，プローブデータの交換実験を

実施した．その結果，道路の区間IDテーブルと民間各社
が保有する地図との関連付けができることを実証した．

また，道路の区間ID方式を利用して流通された各社のプ
ローブデータを重ね合わせられることを実証した． 
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本研究を遂行した結果，参照点の位置を各主体で差異

なく容易に関連付ける方策，プローブデータを道路の区

間ID方式で表現した際に速度差が生じやすい地点（交差
点等）や道路形状の把握および道路の区間ID方式を活用
した流通仕様の作成等の今後の課題を明らかにした．本

研究では，今後も引き続き，これらの課題への解決策を

検討し，道路の区間ID方式の実用化を目指す． 
 
謝辞：本研究は，官民で構成した「位置参照方式検討

会」で議論を重ねてまとめた成果であり，同検討会の委
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